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―― GDP 指標へのチャレンジ ―― 





















                                                        











































































その代表的な著作は Pigou (1920)である．彼はここで，以下の 3 命題を根幹に議論を












な頭脳と熱き心」（cool head but warm heart）を現実的に裏付け・継承したものと，位
置づけることもできる． 








2.2 GDP／GNP 指標の普及と課題 
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2.2 GDP／GNP 指標の普及と課題 






































 加えて，近時，日本でも同様な問題が表面化している 9)．現時点（2019 年 1 月）








年 5 月）や内閣府本府 EBPM（エビデンス・ベースド・ポリシー・メイキング，証拠





























り（ceteris paribus），国民分配分 National Dividend の大きさの増加は，経済的厚生を
増加せしめる傾向を持つ．」の蓋然的な推定にも拘らず，厳密には不確定である． 
 それでは，個々の人々（個人・事業者）の状況・意図を観察できる調査・統計は存
在するのだろうか．まずは，政府の基幹統計 56 のうち，6 つの「加工統計 11)」以外
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 ちょうどこの時期，Nordhaus and Tobin (1972)は，MEW（Measure of Economic Welfare）
指標を提示した．そのアイディアは，GNP はそもそも，生産の指標ではあるが，経
済活動の最終目的である消費の指標ではない．したがって，GNP を出発点としなが
らも，3 点で修正を加えた．第 1 に，GNP の最終消費支出を消費，投資，中間財に

















 世界価値観調査（World Value Survey, WVS）は，1981 年に，ヨーロッパ価値観調査
（European Values Study, EVS）からスタートした．EVS は，Jan Kerkhofs と Ruud de 
Moor が後ろ盾となり，オランダ・ティルブルク大学に拠点を置いていた．この時の
調査には先進国 20 カ国が参加しただけだったが，米国・ミシガン大学の Ronald 
Inglehart が主導的な役割を担い，今や WVS は全世界に及んでいる． 
それぞれの調査は 5 年ごとに波（Wave）として企画・実施されている．第 1 波（1981
年－1984 年）・20 カ国，第 2 波（1989 年－1993 年）・42 カ国，第 3 波（1994 年－
1998 年）・52 カ国，第 4 波（1999 年－2004 年）・67 カ国，第 5 波（2005 年－2008










 人間開発指数（Human Development Index, HDI）は，1990 年に，インド人経済学者
アマルティア・セン Amartya Sen およびパキスタン人経済学者マブーブル・ハック
Mahbub ul Haq の提唱で開発され，毎年，国連開発計画（United Nations Development 
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Mahbub ul Haq の提唱で開発され，毎年，国連開発計画（United Nations Development 
Programme）が刊行している．世界各国を，平均余命指数，教育指数（成人識字率，











 地球幸福度指数（The Happy Planet Index, HPI）は，イギリスの環境保護団体 Friends 











3.2.4 OECD の Better Life Initiative 





「環境の質」「個人の安全」「主観的幸福」の 11 項目から成る「Better Life Index（よ








する機関として 1961 年にスタートした OECD ではあるが，今や，国連，EU，IMF，
世界銀行に匹敵する国際機関としての役割・機能と先導性を発揮している．「Better 
Policies for Better Lives（よりよい生活のための，よりよい政策）」をミッションとし
ている OECD が，21 世紀に入ってから取り組んでいるものに，OECD World Forum 
on Statistics, Knowledge and Policy がある．開催順にテーマを挙げれば，以下のように
なる．第 1 回は，テーマ“OECD World Forum on Key Indicators”の下，2004 年 11 月に
イタリア・パレルモで．第 2 回は，テーマ“Measuring and Fostering the Progress of 
Societies”の下，2007 年 6 月にトルコ・イスタンブールで．第 3 回は，テーマ“Measuring 
the Progress of Societies”の下，2009年 10月に韓国・釜山で．第 4回は，テーマ“Measuring 
Well-Being for Development and Policy Making”の下，2012 年 10 月にインド・ニューデ
リーで．第 5 回は，テーマ“Transforming Policy, Changing Lives”の下，2015 年 10 月に
メキシコ・グァダラハラで．第 6 回は，テーマ“The Future of Well-being”の下，2018
年 11 月に韓国・仁川で，それぞれに開催された 17)． 
 要するに，OECD としては，“Better Life Index”のような新たな指標の作成・提示を
行うと同時に，それを通じて，世界各国での「Better Policies for Better Lives（よりよ
い生活のための，よりよい政策）」を進めるための，メルクマールを発信続けている





 世界幸福度報告（World Happiness Report）とは，国連の持続可能開発ソリューショ
ンネットワーク（Sustainable Development Solutions Network）が発行するレポートの
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国連邦 UAE でも，Happiness and Wellbeing 担当大臣を新たに任命の上，2017 年に第
1 回 Global Dialogue for Happiness をドバイで開催し 19），自国政策と国民意識の現状
と課題を世界的視点（OECD 比較）で取り上げ，次なる政策展開に反映させるべく
挑戦している． 
3.3 国連の，ミレニアム開発目標 MDGs および持続可能な開発目標 SDGs 
3.3.1 国連・ミレニアム開発目標 MDGs 












3.3.2 国連・持続可能な開発目標 SDGs 
 MDGs の一定の成果を踏まえて，2015 年 9 月の国連サミットで，全会一致で採択
されたのが，持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals: SDGs）である．先
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である．いわば，Pomeranz (2000)の指摘する歴史上の選択が，North (1994) が推定し
ているように，その後の経路を規定している，というわけである 23)．それがどの時
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持を集めることで，国家統一と独立を果たした．そのピークは，1955 年の第 1 回ア
ジア・アフリカ会議である 24)． 











かじを切り，2010 年前後には世界第二の経済大国にのし上がったのである 25)． 
4.2 アジアは経済的繁栄を，ヨーロッパは政治的連携を 

























































































































3） こうした状況・背景については，Coyle (2014)や Karabell (2014)が詳しい． 
4） Pigou (1937)や Lange (1945)は，この点を鋭く論証していた． 
5） 原田（2016）は，この点を特に強調している． 




に列挙すると，Mishan (1969)(1986)，Frey and Stutzer (2001)，Stiglitz1 委員会(2010)，
OECD(2011)，R.&E. Skidelsky (2012)，Deaton(2013)などがある． 
8） たとえば，Nove (1961, 1968)には，その具体的なデータの水増し状況と共に，より正
確だと思われる独自の推定値が提示されている． 
9） 2018 年 12 月の総務省統計委員会（委員長・西村清彦）で，毎月勤労統計（厚生労
働省所管）のデータ収集で不適正な調査が行われていたことが判明したのに引き続
いて，2019 年 1 月には，賃金構造基本統計（厚生労働省所管）や小売物価統計調査
（総務省所管）でも不適切な調査が行われていたことも判明している． 
10） ただし，総務省統計委員会による 2018 年秋以降の各省庁への聴取・ヒアリング自体
は，まさに，こうした政府の方針に基づく取り組みの結果でもある． 
11） 国民経済計算，産業連関表，生命表，社会保障費用統計，鉱工業指数および人口推









15） Drewnowski (1974)は，そうした試みの一つである． 
16） 邦訳としては，OECD (2011)がある． 
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15） Drewnowski (1974)は，そうした試みの一つである． 
16） 邦訳としては，OECD (2011)がある． 
17） 1948 年の欧州経済協力機構（OEEC）を前身として，1961 年にヨーロッパ 16 カ国
でスタートした OECD は，1964 年に枠を拡大し，日本はその直後の 1964 年 4 月に
加盟した．韓国は 1996 年 12 月に加盟したが，すでにこのフォーラムを 2 回開催し
ている． 
18） その意味では，OECD の活動では，学会・研究者との連携も幅広いものがあり，
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The Significance of Social Well-being Studies:  






The social sciences have the mission to respond the social requests to treat actual 
difficulties and make policies for resolving them. If the well-being, which is the subjective 
value in each individual, might be overlooked at the societal level, the measures devised to 
deal with could be settled on. Therefore we need some survey to declare the social well-being 
of the people as well as the subjective well-being through both qualitative and quantitative 
approach. 
Since the mid-20th century GDP has been generally accepted by the most economists and 
politicians for evaluating the social and economic situations and performances in each 
countries. It is the very convenient measure even for the international comparison. But we feel 
the GDP is too narrow index for evaluating the well-being of the people. Since 2009 we have 
conducted the common surveys in 8 Asian countries to clear the national characters in each 
areas. 
The world-wide surveys have been conducted since 2000. But most of them have been 
managed or controlled by the western organizations or institutions; for example, the European 
Value Study, World Value Survey, OECD’s Quality of Life index, and so on. We think some 
surveys would need to be conducted in Asian countries and areas to identify their uniqueness 
and similarities from the point of the global standard. The Asian Value Surveys, conducted by 
Professor Takashi Inoguchi, have been exceptionally existed. 
Fortunately the research consortium between organization/institutions and universities in 
8 Asian countries and areas has been formed since 2014. We will try to conduct the next 
common survey in the near future after some inter-exchange programs to find the 
subjective/social well-being of actual lives in each area through field-works. 
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